
○湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱 

令和２年８月17日 

告示第84号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金（以下「本補助金」とい

う。）の交付について、湯梨浜町補助金等交付規則（平成16年湯梨浜町規則第50号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、市場で流通していない空き家を利活用するための改修工事等を行う

者に必要な経費の一部を助成し、空き家の活用によるにぎわいの創出、移住定住の促進、

景観及び環境衛生の保持等を行うことを目的とする。 

（本補助金の交付等） 

第３条 町長は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる建築物について

改修工事等（以下「補助事業」という。）を行う同表の第２欄に掲げる者（以下「補助

事業者」という。）に対し、当該補助事業に要する同表の第３欄に掲げる経費（以下「補

助対象経費」という。）に２分の１を乗じて得た額（同表の第４欄に定める額を限度と

し、1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。）を予算の範囲内

で交付する。 

２ 補助事業は、本補助金の交付決定後に着手し、本補助金の交付決定の属する年の年度

末までに完了しなければならない。 

３ 補助事業は同表の第５欄に掲げるすべての要件に該当しなければならない。 

４ 補助事業の実施にあたっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

（交付の申請） 

第４条 本補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、事業に

着手する日の30日前までに湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付申請書（様式

第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 収支予算書（様式第３号） 

(3) 誓約書（様式第４号） 

(4) 補助事業の内容の分かる図面 

(5) 補助事業に係る見積書の写し（内訳書を含む。） 

(6) 補助事業に着手する前の現場写真 

(7) 申請者の住民票 

(8) 市町村税の納税証明書（申請者及びその世帯員を含む。） 



(9) 登記事項証明書等対象住宅及び土地の所有者が分かる書類 

(10) 空き家の売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

(11) その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付決定通知書（様式第５号）

により交付申請者に通知するものとする。 

３ 町長は、前項の規定により本補助金の交付決定を受けた者（以下「補助金交付決定者」

という。）が次の各号のいずれかに該当するときは、やむを得ないものと認める場合を

除き、本補助金の交付決定を取り消し、既に交付された本補助金の全部又は一部に相当

する金額の返還を命ずるものとする。 

(1) 補助事業完了後、10年（第９条の期間が10年を超えるときは、当該期間）を経過す

る日までの間に、空き家を本補助金の交付の目的に反して使用し、除却し、又は補助

事業により工事を行った部分について、著しい改修を行ったとき。 

(2) 住宅として活用する場合にあって、実績報告日までに空き家に居住せず、また、居

住後、５年を経過するまでの間に町外に転出したとき。 

(3) 偽り、その他不正な行為を行ったとき等、この告示の規定に違反したとき。 

（変更承認申請） 

第５条 補助金交付決定者が、次に掲げる本補助金の申請内容の変更又は補助事業の中止

をしようとするときは、あらかじめ、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金変更（中

止）承認申請書（様式第６号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 本補助金の増額を伴う変更 

(2) 事業の目的に特に影響を及ぼすと認められる変更 

（実績の報告） 

第６条 補助金交付決定者は、補助事業が完了した日から起算して30日を経過する日又は

交付決定を受けた日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに、湯梨浜町空き家

利活用流通促進事業補助金実績報告書（様式第７号。以下「実績報告書」という。）に

次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

(1) 事業報告書（様式第２号） 

(2) 収支決算書（様式第３号） 

(3) 補助事業に係る請求書及び領収書の写し（内訳書含む。） 

(4) 補助事業の成果が確認できる写真 

(5) 建築確認等の検査が必要な建築行為の場合は検査済証の写し 

(6) 転入後の申請者の住民票 

(7) 定住についての確認書兼住民基本台帳閲覧に係る同意書（様式第８号） 



(8) その他町長が必要と認める書類 

（着手届及び完了届） 

第７条 補助事業の着手届及び完了届の提出は、省略することができる。 

（本補助金の額の確定） 

第８条 町長は、第６条の規定による実績報告書の提出があったときは、速やかにその内

容の審査及び現地調査等を行い、補助金交付決定の内容に適合すると認めたときは、本

補助金の額を確定し、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金の額の確定通知書（様

式第９号）により、補助金交付決定者に通知するものとする。 

（財産の管理） 

第９条 補助交付決定者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、交付目

的に従って適正に管理しなければならない。 

２ 補助交付決定者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、町長の承認

を受けないで本補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。ただし、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和40年大

蔵省令第15号）に定める耐用年数に相当する期間（当該期間が10年より短い場合は10年

とし、同令に定めのない財産については、町長が別に定める期間とする。）を経過した

ときはこの限りでない。 

（活用状況等の報告） 

第10条 町長は、本補助金の交付決定後、必要があると認めるときは、補助金交付決定者

に対し、本補助金により改修した住宅の活用状況等について報告を求めることができる。 

２ 町長は、補助金交付決定者等が前項に規定する報告の求めに応じないときは、既に交

付した本補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（その他） 

第11条 この告示及び規則に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、

町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

 

 



別表（第３条関係） 

1 対象建築物 2 補助事業者 3 補助対象経費 4 補助限度額 5 補助要件 

町内に所在する一
戸建て住宅又は長
屋建て住宅（共同住
宅、重層長屋は除
き、店舗等併用住宅
を含む。）で、次の
いずれかに該当す
る建築物 

① 建築後30年以
上経過した、1年
以上利用がない
空き家。ただし、
不動産事業者が
媒介等契約を締
結し又は所有し
ているもの（以下
「媒介等契約物
件」という。）又
はかつて媒介等
契約物件であっ
たもの（媒介等契
約物件でなくな
ってから1年以上
経過している空
き家を除く。）の
場合には、媒介等
契約物件となっ
た日から起算し
て2年以上利用が
ない空き家であ
ること。 

② 建築後30年未
満で、2年以上利
用がない空き家。
ただし、媒介等契
約物件又はかつ
て媒介等契約物
件であったもの
の場合には媒介
等契約物件とな
った日から起算
し、連続して2年
以上利用がない
空き家であるこ
と。 

③ 空き家となっ
てからの期間が
連続して5年以上
の空き家である
こと。 

次のすべてを満た
す者であること 

① 対象建築物を
所有（原則とし
て対象建築物を
所有してから２
年未満（相続に
より当該対象建
築物を所有する
に至った者は５
年未満）の者）、
賃借又は購入す
る町内に在住す
る個人（実績報
告日までに町内
に移住する者を
含む。）で空き
家を利活用する
者であること。
ただし、当該建
築物の共有者で
ある場合にあっ
ては、他の共有
者全員の同意を
得られた者に限
る。 

② 過去に本補助
金及び空き家の
改修等に関する
他の補助金の交
付を受けていな
いこと。 

③ 交付申請者
（その世帯員を
含む。）が納付
すべき市町村税
を滞納していな
いこと。 

④ 湯梨浜町暴力
団排除条例（平
成24年湯梨浜
町条例第15号）
第2条第1項第3

号に規定する暴
力団等でないこ
と。 

空き家の利活用に
必要な改修工事
（母屋の改修工事
に伴って実施する
場合に限り、土蔵、
倉庫、車庫等附帯
建築物の改修工事
を含む。）に要す
る次に掲げる費
用。ただし、消費
税及び地方消費税
並びに当該補助事
業に伴う寄付金そ
の他の収入の額は
補助対象経費から
除くものとする。 

① 給排水・電気
等設備、内外装
改修工事費用
（テレビ、冷蔵
庫、ルームエア
コン、洗濯機等
の家電、造り付
けではない家具
及び棚等に要す
る費用並びに補
助事業者が自ら
施工する場合の
材料の購入費用
は除く。） 

② 住宅以外の用
途に転用する場
合、法令適合に
必要な費用 

③ 設計等費用 

④ 家財道具の撤
去処分費用 

⑤ 外構整備費 

③から⑤に掲げる
費用は①及び②に
掲げる費用に附帯
し、その合計額は
①及び②に掲げる
費用の合計額の1

／2を限度とす
る。 

① 住宅として
活用する場合
にあっては、
一戸当たり50

万円 

  ただし、補
助対象建築物
が、中山間地
域（特定農山
村地域におけ
る農林業等の
活性化のため
の基盤整備の
促進に関する
法律（平成５
年法律第72

号）第２条第
１項に規定す
る特定農山村
地域又は過疎
地域の持続的
発展の支援に
関する特別措
置法（令和３
年法律第19

号）第３条第
１項の規定に
より過疎地域
とみなされる
区域）に所在
する場合にあ
っては、一戸
当たり60万円 

② 住宅以外の
用途に転用す
る場合にあっ
ては、一戸当
たり90万円 

対象建築物は次のすべての
要件を満たすこと。 

① 国又は地方公共団体等
が所有するものでないこ
と。 

② 過去に本補助金を活用
して改修等をしていない
こと。 

③ 補助事業完了後、10年
（第9条の期間が10年を
超えるときは、当該期間）
以上利活用に供するこ
と。 

④ 建築基準法（昭和25年
法律第201号）その他関
係する法令に違反してい
ない建築物であること。 

⑤ 住宅として活用する場
合にあっては、実績報告
日までに居住の用に供す
るものとし、かつ5年以上
居住すること。 

⑥ 住宅以外の用途に転用
する場合は、地域のにぎ
わいを創出、活性化に資
するもので、関係法令に
適合するものであるこ
と。ただし、公序良俗に
反するもの及び風俗営業
等の規制及び業務の適正
化等に関する法律（昭和
23年法律第122号）第2条
に掲げる営業を営むもの
への転用はすることがで
きない。 

⑦土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の
推進に関する法律（平成
12年５月８日法律第57

号）に基づき指定される
土砂災害特別警戒区域に
位置していないものであ
ること。（適正な対策が
施されている場合を除
く。） 

⑧ 国、県及び市町村の補
助金の交付を受けていな
いこと。（各補助金の補
助対象経費が明確に区別
でき、互いに重複がない
場合を除く。） 

     



様式第 1号（第 4条関係） 

年   月   日 

 

湯梨浜町長 様 

  

申請者 住 所 

氏 名            ㊞ 

（電 話             ） 

 

湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付申請書 

 

湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金の交付を受けたいので、湯梨浜町空き家利活用流通

促進事業補助金交付要綱第 4条の規定により、次のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

 1 補助事業の名称    湯梨浜町空き家利活用流通促進事業 

 

2 交 付 申 請 額    金            円 

  

3 添 付 書 類  

（1）事業計画書（様式第 2号） 

（2）収支予算書（様式第 3号） 

（3）誓約書（様式第 4号） 

（4）補助事業の内容の分かる図面 

（5）補助事業に係る見積書の写し（内訳書を含む。） 

（6）補助事業に着手する前の現場写真 

（7）申請者の住民票 

（8）市町村税の納税証明書（申請者及びその世帯員を含む。） 

（9）登記事項証明書等対象住宅及び土地の所有者が分かる書類 

（10）空き家の売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

（11）その他町長が必要と認める書類 



様式第 2号（第 4条、第 6条関係） 

事業計画（報告）書 

 

申請者区分 

□所有者  

（□購入による取得 □相続による取得 取得日：    年  月  日） 

□賃借人 （契約締結日：    年  月  日） 

□購入者 （契約締結日：    年  月  日） 

活用用途 
☐住宅         ☐非住宅（                ） 
※非住宅の場合は（ ）に具体的な用途を記載すること 

改修工事の内容  

工事期間  

対

象

建

築

物 

所在地  

所有者氏名  所有者住所  

建築年 年 空き家期間※１     年    箇月 

構造  延べ床面積 ㎡ 

不動産事業者による媒介の有無 ☐有※２（契約年月日：    年  月  日） □無 

用途変更の届

出※3状況 
※活用用途が「非

住宅」の場合、実

績報告時に記載

すること 

☐用途変更の届出要（届出（予定）年月日：    年  月  日） 

☐用途変更の届出不要 

（届出が不要な場合で、建築基準法への適合を自ら確認したもの） 

☐用途変更の届出不要 

（建築基準法上の技術基準を「住宅」として取り扱う場合で特定行政庁との

協議が完了しているもの）※協議書の写しを添付すること 

補

助

対

象

経

費

の

内

訳
※4 

経費区分 細 目※5 補助対象経費 小計 

① 改修工事費 

 円 

円 

 円 

 円 

 円 

② 法令適合費 
 円 

円  円 

③ 設計等費 
 円 

円  円 

④ 家財道具等

の撤去処分費 

 円 

円  円 

⑤ 外構整備費 
 円 

円  円 

合  計  円 円 

補助金交付申請（決定）額 円 

他の補助金の活用の有無※6 □ 有     □ 無 

※１ 不明確の場合は、確実に空き家であったことが確認できた期間を記載すること。 
※２ 不動産事業者との媒介契約がある場合は、当該契約書の写しを添付すること。 
※３ 「用途変更の届出」とは、建築基準法第 87 条第１項の規定で準用する同法第７条第１項に規定

する届出のことで、用途変更後の特殊建築物（旅館・ホテル・飲食店等）の用途に供する部分の
床面積の合計が 200 ㎡を超える場合に、建築主事に届け出ることをいう。 

※４ ③から⑤に掲げる費用は①及び②に掲げる費用に附帯し、その合計額は①及び②に掲げる費用
の合計額の１／２を限度とする。 

※５ 細目欄には経費区分ごとの内訳を可能な限り詳細に記載すること。 
※６ 活用する場合は、補助金の名称、連絡先等及び各補助金の補助対象経費が明確に区別でき、互いに

重複がないことを確認できる書類を添付すること。 



様式第 3号（第 4条、第 6条関係） 

 

 

収支予算（決算）書 

 

 

1 収入の部                               （単位：円） 

区  分 
予算額 

（決算額） 
備  考 

   

   

   

   

   

   

合  計   

 

 

2 支出の部                               （単位：円） 

区  分 
予算額 

（決算額） 
備  考 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合  計   

※収支決算書として提出する際は、改修内容が確認できる書類及び領収書の写しを添付してくだ

さい。 



様式第 4号（第 4条関係） 

誓  約  書 

 

 下記の空き家（以下「空き家」という。）に係る湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金の

交付申請にあたり、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）

を遵守するとともに以下のことを誓約します。 

 

空き家所在地 湯梨浜町                                

 

1 本事業により行われた工事により整備された成果の所有権は、空き家の所有者に帰属するも

のとし、申請者が成果の所有権を主張しないこと。また、改修後の当該改修部分に係る申請者

の原状回復義務について免除すること。 

 

2 空き家を地域の良好な生活環境の維持及び周辺環境との調和に留意した活用を行うこと。 

 

3 補助事業完了後、10年（要綱第 9条の期間が 10年を超えるときは、当該期間。以下同様。）以内

に空き家を補助金の交付対象となった要件に合致しない用に供しないこと。 

 

4 補助事業完了後、10 年以内に空き家を除却し、又は補助事業により工事を行った部分につい

て、著しい改修を行わないこと。 

 

5 空き家が交付申請日から遡って 1 年以上（既に不動産事業者との媒介契約が締結されているも

の又は不動産事業者が所有するものにあっては、2年以上）利用がない空き家であること。 

 

6 空き家を住宅として活用する場合にあっては、実績報告日までに居住の用に供するものとし、

入居者転入後は 5年以上継続して居住すること。 

 

7 虚偽の申請、その他不正を行ったとき等、要綱の規定に違反したときは、返還命令に従い、既

に交付された湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金を返還すること。（申請者のみ） 

 

 湯梨浜町長 様 

年  月  日 

 

申請者 住 所 

氏 名            ㊞ 

 

                     所有者 住 所 

                         氏 名            ㊞ 

                         （電話            ） 

                         （※所有者欄は、申請者が賃借人の場合のみ記入） 



様式第 5号（第 4条関係） 

                                 第       号 

年   月   日 

 

         様 

 

 

湯梨浜町長            印 

 

 

年度湯梨浜町空き家利活用流通促進事業交付決定通知書 

 

 

年  月  日付で申請のあった   年度湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補

助金については、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱第 4条第 2項の規定により、

下記のとおり決定しましたので、通知します。 

 

記 

 

1 補助金の対象となる事業は、   年  月  日付で申請のあった湯梨浜町空き家利活用

流通促進事業として、その内容は申請書のとおりとする。ただし、その内容に変更が生じる場

合は、変更承認申請をしなければならない。 

2 補助対象事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。  

補助対象事業に要する経費   金          円 

補助金の額          金          円 

3 補助事業者は、湯梨浜町補助金等交付規則（平成 16年湯梨浜町規則第 50号）及び湯梨浜町

空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱（令和 2年湯梨浜町告示第 84号。以下「要綱」と

いう。）に従わなければならない。 

4 この補助金に係る会計帳簿及び証拠書類は、事業完了の翌年度から起算して 5年間保存しな

ければならない。 

5 付帯条件 

 (1) 補助事業完了後、10年（要綱第 9条の期間が 10年を超えるときは、当該期間）経過する

日までの間は、空き家を補助金の交付の目的に反して使用し、除却し、又は補助対象事業に

より工事を行った部分について、著しい改修を行わないこと。 

 (2) 住宅として活用する場合にあっては、実績報告日までに空き家に転入するものとし、転

入後、5年を経過するまでの間は転出しないこと。 

 (3) 偽り、その他不正な行為等、要綱の規定に違反しないこと。 



様式第 6号（第 5条関係） 

年   月   日 

 

湯梨浜町長 様 

 

申請者住 所 

氏 名            ㊞ 

 

 

 

年度湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金変更（中止）承認申請書 

 

 

年  月  日付第  号をもって交付決定を受けた事業について、下記のとおり変

更（中止）したいので、湯梨浜町湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱第 5条の規

定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

1 補 助 金 の 名 称   湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金 

2 交 付  決  定  額                 円 

3 変更（中止）後の額                円 

4 差   引   き                円 

5 変更（中止）の時期 

6 変更（中止）の理由 

7 添 付 書 類 

（1）事業計画書 

（2）収支予算書 

（3）その他町長が必要と認める書類 



様式第 7号（第 6条関係） 

 

年   月   日 

 

湯梨浜町長 様 

  

申請者 

（所在地） 

（名 称） 

（代表者氏名）            ○印 

 

 

湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金実績報告書 

 

 

年  月  日付第  号をもって交付決定通知のあった湯梨浜町空き家利活用流通促

進事業が完了したので、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱第６条の規定により

報告します。 

 

 

 1 補助金等の名称    湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金 

 

2 交 付 決 定 額    金            円 

  

3 添 付 書 類  

（1）事業報告書（様式第 2号） 

（2）収支決算書（様式第 3号） 

（3）補助事業に係る請求書及び領収書の写し（内訳書含む。） 

（4）補助事業の成果が確認できる写真 

（5）建築確認等の検査が必要な建築行為の場合は検査済証の写し 

（6）転入後の申請者の住民票 

（7）定住についての確認書兼住民基本台帳閲覧に係る同意書（様式第 8号） 

（8）その他町長が必要と認める書類 

 



様式第 8号（第 6条関係） 

年  月  日 

 

湯梨浜町長 様 

入 居 者               

住 所               

氏 名             ㊞ 

 

 

定住についての確認書兼住民基本台帳閲覧に係る同意書 

 

 

 私は、  年  月  日付   第  号により交付決定された湯梨浜町空き家利活用流通

促進事業補助金の交付を受けるにあたり、5年以上町に定住する予定であることを確認します。 

 また、補助事業の成果を確認するため、町が住民基本台帳を閲覧することに同意します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 9号（第 8条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

          様 

 

 

                     湯梨浜町長           印 

 

 

 

年度湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金の額の確定通知書 

 

 

   年  月  日付第  号で交付決定したこの補助金等については、  年  月  日

付で提出のあった実績報告書のとおり適正に執行されたものと認め、次のとおり額を確定しまし

たので、湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱第 8条の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

 

 1 補助金等の名称     湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金 

  

 2 補助金等交付決定額   金         円 

 

 3 補助金等の確定額    金         円 

 

 

 


